
一 般 質 問 通 告 書 
平成２７年第４回定例会 No.１   

順 位 質 問 者 質 問 事 項 要 旨 
答 弁 を 

求 め る 者 

１  林  隆 壽 １  農業の振興対策について  (1) 政府は、今回のＴＰＰの大筋合意において、粗糖・精

製糖については、現行の糖価調整制度を維持するとして

おり、基本的には国内生産への影響は回避されたが、現

在、本町においては、さとうきびの収穫面積は４１５ヘ

クタール前後で推移しており、生産農家の高齢化が進

み、農家戸数も減少が著しく、さとうきび生産の存続が

危ぶまれるが、町長はこの現状をどのように認識し、具

体的対策をどう講じていく考えであるか。  

(２) 政府は、ＴＰＰの協定発効時に、牛肉の関税を現在の

３８．５パーセントから２７．５パーセントに引き下げ、

１０年後は２０パーセントに、１６年後以降は９パーセ

ントに引き下げる一方で、一定の輸入量を超えたらセー

フガードを導入するとしている。現在、本町の子牛販売

価格は高値を維持しているが、協定発効時の畜産農家へ

の影響をどのように予測し、具体的対策をどう講じてい

く考えであるか。 

(３) 奄美大島においては、ミカンコミバエの再発生により

タンカン等の廃棄処分が行われている。野菜生産の大敵

であるウリミバエの再発生も懸念されるが、本町におい

ては、現在、どのような侵入防止策を講じているか。ま

た、今後どのような対策を講じていく考えであるか。 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

２  沖縄県への職員の派遣につい

て 

(1) 本町は沖縄文化圏に属し、言語・芸能・慣習などの面

で沖縄の影響を多大に受けつつ、現在に至っている。島

の一層の振興発展を図るためには、沖縄県との緊密な人

的交流が必要であると痛感されるが、町長は職員を沖縄

県に派遣する考えはないか。  

町 長 
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順 位 質 問 者 質 問 事 項 要 旨 
答 弁 を 

求 め る 者 

２  髙 田 豊 繁 １  大型事業の計画と推進につい

て 

(1) 役場庁舎の建設や給食センターの建設、その他多くの

大型事業の実施年度と事業費は、どのような計画である

か。  

(２) 新規の大型事業の実施については、必要性、緊急性、

財政負担等を慎重に検討し推進する必要があると痛感さ

れるが、町長は、プロジェクト計画推進委員会（仮称）

を設置して、総合的かつ調和のとれた事業の推進を図る

考えはないか。 

町 長 

 

 

町 長 

 

 

 

２  専門職員の増員について  (１) 行政サービスが多様化し、職員の業務負担が増大して

いることから、子育て支援や障害者自立支援の充実を図

るため、保健師、精神保健福祉士、保育士等を積極的に

採用・増員する考えはないか。 

( 2 ) 土木建築現場において、指導・監督のできる有資格者

で、経験豊富な技術系職員を更に採用する考えはない

か。 

(３) 専門職員の応募者の確保対策を講じるとともに、その

待遇改善に取り組む考えはないか。  

町 長 

 

 

 

町 長 

 

 

町 長 

３  多目的運動広場の整備につい

て 

(１) 多額の予算を投入して造成した多目的運動広場の予

定地は、早期に施設整備がなされて供用開始となること

が望まれているが、どのような計画であるか。  

( 2 ) 運動広場のグラウンドは種子まき天然芝にして、コス

ト削減を図る考えはないか。  

教 育 委 員 長 

 

 

教 育 委 員 長 

３  喜 山 康 三 １ 行財政改革の推進について  (１) 介護保険料及び国民健康保険税をこれ以上負担する

ことは無理だと考えるが、住民の負担を軽減するための

施策にどう取り組んでいるか。  

(２) 新ごみ焼却処理施設建設工事の進捗状況及び財源計 

町 長 

 

 

町 長 
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順 位 質 問 者 質 問 事 項 要 旨 
答 弁 を 

求 め る 者 

    画はどうなっているか。また、施設の規模縮小及び建設  

場所の変更も含めて仕切り直しを行い、財政や将来の人

口規模に見合った計画に変更する考えはないか。  

(３) 多目的運動広場、いわゆるサッカー場整備事業の進捗

状況及び財源計画はどうなっているか。  

(４) 財政負担を軽減するため、行政の事務事業全般を見直

すとともに、行政サービスに係る受益者負担を一層推進

する考えはないか。 

具体的には、業務の外部委託の検討や委託費の見直し

に取り組んでいるか。また、財源を確保し無駄を排除す

るため、事務手続等への新規課金や事務手数料等の見直

しに取り組む考えはないか。  

 

 

 

教 育 委 員 長 

 

町 長 

 

２  出産・就学支援について ( 1 ) 国はもちろん、本町において取り組むべき最も重要な

政策課題は、出産適齢期にある女性が自ら進んで喜んで

出産し、子育てのできる環境づくりではないかと考える

が、出産・子育て世代への出産支援の更なる充実、就学

時の医療費及び給食費の公費での全額負担を、最優先し

て行う考えはないか。 

町 長 

 

 

 

 

３  安心・安全で文化的な生活環

境の整備について 

(1) 防災行政無線による屋外放送の音量及び回数等に対

する苦情は依然として多く、静かで文化的な環境づくり

への配慮が求められているが、 町長はどのように認識

し、対策をどう講じていく考えであるか。 

(２) 畜舎からの悪臭についての苦情も依然として多く、清

潔で文化的な環境づくりへの配慮が求められているが、

業界に対する指導も含めて対策をどう講じているか。  

(３) 道路の補修や管理・安全対策はどう進めているか。 

町 長 

 

 

 

町 長 

 

 

町 長 
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４ 麓  才 良 １  地方創生のための機構改革と   

ネットワークの構築について  

 地方創生のための推進体制については、島ぐるみによ  

る一体感を醸成するため、行政が中心となって、町民・ 

関係機関及び地域で情報を共有し、課題解決に向けて協

働していくことのできる相互に報告・連絡・相談し合う

組織、いわゆるネットワークを構築することが肝要であ

ると痛感される。 

(1) 行政機構におけるネットワークをどう構築していく

考えであるか。 

(２) 島内における民間と行政とのネットワークをどう構

築していく考えであるか。  

(３) 島外とのネットワークをどう構築していく考えであ

るか。 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 

町 長 

 

町 長 

５  町  俊 策 １  若者の定住促進対策について  (1) 若者の定住を促進するため、島での「生涯にわたる生

活設計の参考事例集」(仮称 )を作成し、役立ててもらう

考えはないか。 

  具体的には、２０代から６０代までの年齢を縦軸にと

り、横軸には年代ごとに経済的な負担を伴う結婚、出産、

子供の幼児期、小中高の就学期、大学等の修学期までを

想定した出費予測を示し、これに対応する家族収入を想

定した生涯予測家計簿を作成するとともに、収入を得る

ための職種は、サラリーマン、専業農家、専業漁家、建

設業、土木業、製造業と多様にあるが、いずれの場合も

それだけでは十分な収入を得ることは難しいので、兼業

や兼務を前提とした生活設計とし、高校から上の進学に

は奨学資金が活用できることも示した「島暮らしの一般

モデル」(仮称)をコンサルタントに依頼して作成し、そ

の活用を図る考えはないか。  

町 長 

 

２  特産品の開発対策について  (1) 特産品の開発は、本町の農水産物を加工販売すること  町 長 
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    などにより、その消費を促進するものであり、観光客等  

を販売対象とするほか、ふるさと納税者への返礼品とし

ても大切なものであると痛感されるが、現在、どのよう

な特産品があり、また、その開発及び販路開拓にどう取

り組んでいるか。 

 

３  ヨロンの海の再生対策につい

て 

(1) 海藻類が消滅して久しいが、その後再生に向けてどの

ように取り組み、現在はどのような状況にあるか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 


